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７ 各種加算減算の算定状況等の実態調査（訪問系サービ

スにおける特定事業所加算の取得状況に関する調査） 

以下では、訪問系サービスの４サービスを併置して集計値を表記している。なお、複数の訪問系サービス

を実施している事業所は、各サービスに重複して計上しているため、各サービスの標本数の合計は「全体」

の標本数に一致しない。 

 

(1) 事業所の基本情報 

①事業所運営法人 

事業所運営法人は、「営利法人（株式･合名･合資･合同会社）」が55.3%と多くなっている。 

図表 475 事業所運営法人 

 

 

②事業所設置法人 

事業所設置法人は、「営利法人（株式･合名･合資･合同会社）」が55.3%と多くなっている。 

図表 476 事業所設置法人 
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34.3

3.8

3.8

3.5

55.3

55.1

59.8

50.6

38.7
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7.5

13.1

6.7

6.7

6.8

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,069]

居宅介護[N=1,040]

重度訪問介護[N=574]

同行援護[N=385]

行動援護[N=137]

都道府県、市区町村、広域連合、一部事務組合 社会福祉協議会
社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 医療法人
営利法人（株式･合名･合資･合同会社） 特定非営利活動法人（ＮＰＯ）
その他の法人 無回答
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11.7

10.1

17.4

7.3
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11.3

14.8

34.3

3.7

3.8

3.5

55.3
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59.8

50.6

38.7

7.6

7.3

7.3

7.5

13.1

6.7

6.7

6.8

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=1,069]

居宅介護[N=1,040]

重度訪問介護[N=574]

同行援護[N=385]

行動援護[N=137]

都道府県、市区町村、広域連合、一部事務組合 社会福祉協議会
社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 医療法人
営利法人（株式･合名･合資･合同会社） 特定非営利活動法人（ＮＰＯ）
その他の法人 無回答
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③事業所で実施している訪問系サービス 

事業所で実施している訪問系サービスは、「居宅介護」が97.3%、「重度訪問介護」が53.7%、「同行援

護」が36.0%、「行動援護」が12.8%となっている。 

図表 477 事業所で実施している訪問系サービス〔複数回答〕 

 

 

④事業所で実施している介護保険等サービス 

事業所で実施している介護保険等のサービスについて聞いたところ、「介護保険事業の訪問介護」が84.9%、

「介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サービス（介護予防訪問介護）」が70.3%、「地域生活支援事

業の移動支援（ガイドヘルプ）」が54.8%となっている。 

図表 478 事業所で実施している介護保険等サービス〔複数回答〕 
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53.7

36.0

12.8

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援
全体[N=1,069]

54.8

84.9

70.3

3.4

55.3

85.8

71.3

2.7

59.9

85.2

70.6

2.4

76.9

87.3

77.4

2.3

83.2

53.3

43.1

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域生活支援事業の移動支援（ガイドヘルプ）

介護保険事業の訪問介護

介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サービス（介護
予防訪問介護）

無回答

全体[N=1,069]
居宅介護[N=1,040]
重度訪問介護[N=574]
同行援護[N=385]
行動援護[N=137]
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⑤介護保険事業の訪問介護での特定事業所加算の取得 

介護保険事業の訪問介護を実施している事業所に、訪問介護の特定事業所加算の取得状況を聞いたところ、

「届出をしている」が58.0%、「届出をしていない」が40.4%となっている。 

図表 479 介護保険事業の訪問介護での特定事業所加算の取得 

 

 

⑥同一事業所で実施している障害福祉サービス等 

同一事業所での訪問系サービス以外のサービス実施状況を聞いたところ、実施していない（無回答）が多

くなっている。実施しているものとしては、１割程度の事業所で、「計画相談支援」「生活介護」等が見られ

る。 

図表 480 同一事業所で実施している障害福祉サービス等〔複数回答〕 

 

 

58.0

58.4

55.8

60.1

67.1

40.4

40.1

42.9

37.2

28.8 4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=908]

居宅介護[N=892]

重度訪問介護[N=489]

同行援護[N=336]

行動援護[N=73]

届出をしている 届出をしていない 無回答

0.2
8.8
3.1
1.0
0.3
0.2
0.5
0.5
2.7
0.4
0.8
3.3
9.4

1.6
2.0
5.0
2.4
0.0
4.5
0.1
0.3
0.0
0.1

80.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

療養介護
生活介護
短期入所

施設入所支援
自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練、宿泊型自立訓練）
就労移行支援
就労継続支援Ａ型
就労継続支援Ｂ型
就労定着支援
自立生活援助
共同生活援助
計画相談支援

地域相談支援（地域移行支援）
地域相談支援（地域定着支援）

障害児相談支援
児童発達支援

医療型児童発達支援
放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援
保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設
医療型障害児入所施設

無回答

全体[N=1,069]
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(2) 特定事業所加算の算定状況等 

①事業期間 

事業を開始してからの期間については、居宅介護、重度訪問介護、行動援護は「10年以上」が多くなって

いる。同行援護は「5年以上10年未満」が多くなっている。 

図表 481 事業期間 

 

 

②利用者数等 

令和元年9月の利用者数（実人数）は、平均で居宅介護14.7人、重度訪問介護3.3人、同行援護4.9人、行

動援護8.3人となっている。延べ利用回数は平均で居宅介護203.9回、重度訪問介護90.8回、同行援護27.3

回、行動援護39.0回となっている。延べ利用時間は平均で居宅介護214.8時間、重度訪問介護265.8時間、同

行援護74.0時間、行動援護128.3時間となっている。 

図表 482 利用者数等 

平均値 
居宅介護

[N=960] 

重度訪問介護

[N=348] 

同行援護

[N=337] 

行動援護

[N=111] 

利用者数（実人数）（人） 14.7 3.3 4.9 8.3 

延べ利用回数（回） 203.9 90.8 27.3 39.0 

延べ利用時間数（時間） 214.8 265.8 74.0 128.3 

 

  

4.4

4.7

5.4

5.7

6.6

4.1

4.9
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13.1

23.2

23.9

55.3

19.7

54.4

45.8

16.4

43.8

3.6

7.0

5.7

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護[N=1,040]

重度訪問介護[N=574]

同行援護[N=385]

行動援護[N=137]

1年未満 1年以上2年未満 2年以上3年未満 3年以上5年未満 5年以上10年未満 10年以上 無回答
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③サービスに従事する職員数 

各サービスに従事する職員数は、居宅介護の平均で常勤換算のサービス提供責任者3.4人、ヘルパー6.9人、

事務員その他0.6人、重度訪問介護の平均で常勤換算のサービス提供責任者3.5人、ヘルパー6.9人、事務員そ

の他0.6人、同行援護の平均で常勤換算のサービス提供責任者3.2人、ヘルパー4.7人、事務員その他0.6人、

行動援護の平均で常勤換算のサービス提供責任者2.4人、ヘルパー4.8人、事務員その他0.5人となっている。 

図表 483 職員数 

平均値（人） 居宅介護[N=1,015] 

  常勤実人数 非常勤実人数 
非常勤換算人

数 

合計（常勤換

算） 

サービス提供責任者 2.5 1.8 0.9 3.4 

ヘルパー 2.4 12.8 4.5 6.9 

事務員その他 0.4 0.5 0.2 0.6 

平均値（人） 重度訪問介護[N=523] 

  常勤実人数 非常勤実人数 
非常勤換算人

数 

合計（常勤換

算） 

サービス提供責任者 2.6 1.8 0.9 3.5 

ヘルパー 2.4 12.5 4.5 6.9 

事務員その他 0.4 0.6 0.3 0.6 

平均値（人） 同行援護[N=368] 

  常勤実人数 非常勤実人数 
非常勤換算人

数 

合計（常勤換

算） 

サービス提供責任者 2.5 1.6 0.8 3.2 

ヘルパー 1.6 8.8 3.1 4.7 

事務員その他 0.4 0.5 0.2 0.6 

平均値（人） 行動援護[N=129] 

  常勤実人数 非常勤実人数 
非常勤換算人

数 

合計（常勤換

算） 

サービス提供責任者 2.0 0.8 0.4 2.4 

ヘルパー 2.3 8.0 2.5 4.8 

事務員その他 0.3 0.3 0.1 0.5 

 

④資格等人数 

資格等の該当人数は、各サービスで、「介護福祉士」がサービス提供責任者2.0～2.6人、ヘルパー4.3～5.6

人等となっている。 

図表 484 資格等人数 

平均値（人） 
居宅介護

[N=1,015] 

重度訪問介護

[N=523] 
同行援護[N=368] 行動援護[N=129] 

  
サービス提

供責任者 
ヘルパー 

サービス提

供責任者 
ヘルパー 

サービス提

供責任者 
ヘルパー 

サービス提

供責任者 
ヘルパー 

介護福祉士 2.5 5.6 2.6 5.5 2.4 4.3 2.0 4.6 

実務者研修修了者 0.3 1.2 0.3 0.9 0.2 0.6 0.4 0.6 

居宅介護職員初任者研修課程修了者 0.2 4.6 0.2 4.6 0.2 2.6 0.2 2.9 

介護職員基礎研修修了者 0.1 1.1 0.1 1.2 0.1 0.6 0.1 0.6 

重度訪問介護従業者養成研修修了者 0.1 0.2 0.1 0.7 0.1 0.1 0.1 0.1 

同行援護従業者養成研修応用課程修了者 0.7 0.6 0.8 0.5 1.6 1.3 0.7 0.6 

同行援護従業者養成研修一般課程修了者 0.6 1.3 0.6 1.4 1.3 3.3 0.8 1.2 

行動援護従業者養成研修課程修了者 0.2 0.4 0.2 0.4 0.2 0.4 1.2 3.7 

強度行動障害支援者養成研修（実践）修

了者 
0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.5 1.3 

喀痰吸引等研修修了者 0.4 0.6 0.6 1.0 0.3 0.4 0.4 0.5 
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⑤特定事業所加算の取得状況 

特定事業所加算の取得状況は、重度訪問介護で「特定事業所加算の届出をしていない」が多くなっている。 

図表 485 特定事業所加算の取得状況 

 

 

⑥特定事業所加算の新規届出時期 

特定事業所加算の届出をしている事業所に、加算を新規に届出した時期を聞いたところ、「平成26年度以

前」が多くなっている。 

図表 486 特定事業所加算新規届出 

 

 

⑦特定事業所加算の更新届出時期 

特定事業所加算の更新届出の時期については、更新していない（無回答）事業所が多くなっている。更新

時期としては、居宅介護で「平成30年度」が20.9%等となっている。 

図表 487 特定事業所加算更新届出区分 

 

 

13.4

12.5

4.4

22.6

36.0

11.7

33.5

21.9

40.9

62.2

50.1

42.3

8.0

11.7

10.6

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護[N=1,040]

重度訪問介護[N=574]

同行援護[N=385]

行動援護[N=137]

特定事業所加算（Ⅰ） 特定事業所加算（Ⅱ） 特定事業所加算（Ⅲ）
特定事業所加算（Ⅳ） 特定事業所加算の届出をしていない 無回答

12.6

12.7

9.9

13.8

13.7

16.0

14.6

18.5

6.2

7.3

6.6

7.7

6.8

7.3

6.6

3.1

13.3

11.3

14.6

6.2

40.6

36.0

32.5

35.4

6.8

9.3

15.2

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護[N=532]

重度訪問介護[N=150]

同行援護[N=151]

行動援護[N=65]

令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度以前 無回答

15.8

20.0

11.3

18.5

20.9

7.3

9.3

12.3

15.9

3.34.0

54.7

62.7

62.3

67.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護[N=532]

重度訪問介護[N=150]

同行援護[N=151]

行動援護[N=65]

令和元年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度以前 無回答
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⑧加算の算定要件で満たしている要件 

特定事業所加算の算定要件で満たしているものを聞いたところ、「全従業者に係る研修計画を策定し、当

該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定されている」などの体制要件は多くの事業所が

満たしている。一方、「前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援

区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上」などの重度障害者対応要件は、

居宅介護、同行援護では少なくなっている。 

図表 488 加算の算定要件で満たしている要件（居宅介護） 

（%） 居宅介護[N=532] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
95.9 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 95.3 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 95.5 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 95.7 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 93.8 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 93.8 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 76.7 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
59.4 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
41.2 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 
83.3 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 61.1 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
23.9 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
15.4 

無回答 3.0 

図表 489 加算の算定要件で満たしている要件（重度訪問介護） 

（%） 重度訪問介護[N=150] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
92.0 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している又は、サービス提供責任者が従業者に対

して、個別に技術指導等を目的とした研修を必要に応じて行っている 
92.0 

サービス提供責任者が従業者に対して、毎月定期的に利用者に関する情報やサービス提供に当たっての

留意事項を伝達している（変更があった場合を含む） 
90.7 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 92.7 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 89.3 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 90.0 

従業者の24時間派遣が可能となっており、現に深夜帯も含めてサービス提供している 72.7 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 64.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
50.7 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
60.7 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者若しくは6、000時間以上

の重度訪問介護の実務経験を有する者である 

69.3 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 51.3 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
47.3 

無回答 5.3 
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図表 490 加算の算定要件で満たしている要件（同行援護） 

（%） 同行援護[N=151] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
95.4 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 94.0 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 95.4 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 94.7 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 92.7 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 92.1 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 79.5 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
59.6 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
41.1 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士、国立障害者リハビリ

テーションセンター学院視覚障害学科修了者等又は５年以上の実務経験を有する実務者研修修了者、介

護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 

74.8 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 62.9 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
9.9 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
8.6 

無回答 3.3 

図表 491 加算の算定要件で満たしている要件（行動援護） 

（%） 行動援護[N=65] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
96.9 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 96.9 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 95.4 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 95.4 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 92.3 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 93.8 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 73.8 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
53.8 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
38.5 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 
73.8 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 49.2 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
46.2 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
29.2 

無回答 3.1 
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⑨今後の見込 

特定事業所加算について今後の見込を聞いたところ、各サービスとも「当面は現在の加算区分/単位数を維

持（単位数の変わらないⅡ⇔Ⅲの変更も含む）」が多くなっている。 

図表 492 今後の見込 

 

 

単位数を増やすと回答した事業所に、算定要件として追加を見込むものを聞いたところ、以下の通りとな

っている。回答事業所は少ないが、さまざまな要件があげられている。 

図表 493 追加を見込む要件（居宅介護） 

（%） 居宅介護[N=5] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
60.0 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 60.0 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 60.0 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 60.0 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 60.0 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 60.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 40.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
60.0 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
40.0 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 
40.0 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 20.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
60.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
60.0 

無回答 0.0 
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わからない
無回答
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図表 494 追加を見込む要件（重度訪問介護） 

（%） 重度訪問介護[N=3] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
33.3 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している又は、サービス提供責任者が従業者に対

して、個別に技術指導等を目的とした研修を必要に応じて行っている 
33.3 

サービス提供責任者が従業者に対して、毎月定期的に利用者に関する情報やサービス提供に当たっての

留意事項を伝達している（変更があった場合を含む） 
33.3 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 33.3 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 33.3 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 33.3 

従業者の24時間派遣が可能となっており、現に深夜帯も含めてサービス提供している 33.3 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 33.3 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
66.7 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
33.3 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者若しくは6、000時間以上

の重度訪問介護の実務経験を有する者である 

33.3 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 33.3 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
33.3 

無回答 33.3 

図表 495 追加を見込む要件（同行援護） 

（%） 同行援護[N=1] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
100.0 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 100.0 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 100.0 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 100.0 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 100.0 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 100.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 0.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
0.0 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
100.0 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士、国立障害者リハビリ

テーションセンター学院視覚障害学科修了者等又は５年以上の実務経験を有する実務者研修修了者、介

護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 

100.0 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 0.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
0.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
0.0 

無回答 0.0 
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図表 496 追加を見込む要件（行動援護） 

（%） 行動援護[N=3] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
33.3 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 33.3 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 33.3 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 33.3 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 33.3 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 33.3 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 33.3 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
33.3 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
33.3 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 
33.3 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 33.3 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
100.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
100.0 

無回答 0.0 

 

単位数を減らす・届出を終了すると回答した事業所に、算定要件で適合が難しくなるものを聞いたところ、

以下の通りとなっている。なお、行動援護では回答はなかった。 

図表 497 今後適合が難しくなる要件（居宅介護） 

（%） 居宅介護[N=6] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
16.7 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 0.0 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 0.0 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 16.7 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 0.0 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 0.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 50.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
33.3 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
0.0 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 
16.7 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 33.3 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
33.3 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
0.0 

無回答 33.3 
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図表 498 今後適合が難しくなる要件（重度訪問介護） 

（%） 重度訪問介護[N=2] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
50.0 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している又は、サービス提供責任者が従業者に対

して、個別に技術指導等を目的とした研修を必要に応じて行っている 
0.0 

サービス提供責任者が従業者に対して、毎月定期的に利用者に関する情報やサービス提供に当たっての

留意事項を伝達している（変更があった場合を含む） 
0.0 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 0.0 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 0.0 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 0.0 

従業者の24時間派遣が可能となっており、現に深夜帯も含めてサービス提供している 50.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 0.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
0.0 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
0.0 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者若しくは6、000時間以上

の重度訪問介護の実務経験を有する者である 

0.0 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 0.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
0.0 

無回答 50.0 

図表 499 今後適合が難しくなる要件（同行援護） 

（%） 同行援護[N=1] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
0.0 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 0.0 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 0.0 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 0.0 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 0.0 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 0.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 100.0 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
100.0 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
0.0 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士、国立障害者リハビリ

テーションセンター学院視覚障害学科修了者等又は５年以上の実務経験を有する実務者研修修了者、介

護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 

100.0 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 100.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
0.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
0.0 

無回答 0.0 
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⑩特定事業所加算の届出をしていない事業所の状況 

特定事業所加算の届出をしていない事業所に、過去に特定事業所加算の届出をしたことがあるかどうかを

聞いたところ、各サービスとも、「届出をしたことはない」がほとんどを占めている。 

図表 500 過去の特定事業所加算の届出 

 

 

今後の届出の見込については、各サービスとも、「届出はしない」が約6割、「近いうちに届出を考えてい

る（届出の準備等をしている）」「届出を考えているが、具体的な準備等はしていない」が合わせて3～4割

となっている。 

図表 501 今後の届出の見込 

 

 

  

5.9

5.6

5.7

8.6

91.3

91.9

89.6

89.7

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護[N=425]

重度訪問介護[N=357]

同行援護[N=193]

行動援護[N=58]

届出をしていたことがある 届出をしたことはない 無回答

4.9

4.8

5.7

5.2

30.6

29.7

32.6

31.0

61.4

62.7

56.0

60.3

3.1

5.7

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居宅介護[N=425]

重度訪問介護[N=357]

同行援護[N=193]

行動援護[N=58]

近いうちに届出を考えている（届出の準備等をしている） 届出を考えているが、具体的な準備等はしていない
届出はしない 無回答
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届出をしないと回答した事業所に、特定事業所加算を取得しない理由を聞いたところ、各サービスとも、

「加算の要件を満たすことが難しいから」が多くなっている。居宅介護と行動援護では、「届出等の事務が

煩雑だから」も3割程度見られる。 

図表 502 特定事業所加算を取得しない理由〔複数回答〕 

 

 

  

60.2

31.8

21.8

5.0

15.7

8.8

10.7

2.7

63.4

18.3

12.1

4.0

8.0

12.9

10.3

2.7

66.7

19.4

14.8

4.6

13.0

13.9

11.1

1.9

74.3

31.4

2.9

2.9

14.3

5.7

2.9

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加算の要件を満たすことが難しいから

届出等の事務が煩雑だから

単位数が上がることで利用者負担（利用料）が増えるから

加算を取得しなくても現在の報酬で経営可能だから

加算要件を満たすためのコストが、加算による報酬の増加を上
回ると思うから

その他

特に理由はない、わからない

無回答

居宅介護[N=261]

重度訪問介護[N=224]

同行援護[N=108]

行動援護[N=35]
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⑪特定事業所加算の届出をしていない事業所で満たすことが難しい要件 

 

特定事業所加算の届出をしていない事業所で、特定事業所加算の算定要件で満たすことが難しい要件につ

いて聞いたところ、「前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区

分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上」などの重度障害者対応要件が多

くなっている。また、居宅介護で「従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上」、重度訪問介護で

「従業者の24時間派遣が可能となっており、現に深夜帯も含めてサービス提供している」なども比較的多く

の事業所があげている。 

図表 503 満たすことが難しい要件（居宅介護） 

（%） 居宅介護[N=425] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
16.7 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 13.6 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 9.4 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 8.5 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 5.6 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 8.5 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 31.3 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
28.2 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
27.8 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 
12.9 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 11.3 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
43.1 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
44.2 

無回答 25.2 

図表 504 満たすことが難しい要件（重度訪問介護） 

（%） 重度訪問介護[N=357] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
12.9 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している又は、サービス提供責任者が従業者に対

して、個別に技術指導等を目的とした研修を必要に応じて行っている 
13.4 

サービス提供責任者が従業者に対して、毎月定期的に利用者に関する情報やサービス提供に当たっての

留意事項を伝達している（変更があった場合を含む） 
9.5 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 10.1 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 7.6 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 9.2 

従業者の24時間派遣が可能となっており、現に深夜帯も含めてサービス提供している 36.4 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 23.8 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
21.6 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
21.0 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、１級課程修了者若しくは6、000時間以上

の重度訪問介護の実務経験を有する者である 

15.7 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 14.8 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
37.3 

無回答 27.7 
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図表 505 満たすことが難しい要件（同行援護） 

（%） 同行援護[N=193] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
15.0 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 13.0 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 13.5 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 13.0 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 8.8 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 9.8 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 26.4 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
27.5 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
25.9 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士、国立障害者リハビリ

テーションセンター学院視覚障害学科修了者等又は５年以上の実務経験を有する実務者研修修了者、介

護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 

17.1 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 8.8 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
40.9 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
40.9 

無回答 28.5 

図表 506 満たすことが難しい要件（行動援護） 

（%） 行動援護[N=58] 

全従業者に係る研修計画を策定し、当該計画に従い、研修を実施している又は実施することが予定され

ている 
20.7 

従業者の技術指導等を目的とした会議を定期的に開催している 15.5 

サービス提供責任者と従業者との間の情報伝達及び報告体制を整備している 12.1 

従業者に対する健康診断の定期的な実施体制を整備している 8.6 

緊急時等における対応方法を利用者に明示している 6.9 

新規に採用した従業者に対し、熟練従業者の同行による研修を実施している 8.6 

従事者の総数のうち、介護福祉士の割合が30％以上 24.1 

従事者の総数のうち、介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了

者の割合が50％以上 
24.1 

前年度又は前３月間におけるサービス提供時間のうち、常勤の従業者によるサービス提供時間の割合が

40％以上 
24.1 

すべてのサービス提供責任者が３年以上の介護等の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経

験を有する実務者研修修了者、介護職員基礎研修課程修了者若しくは１級課程修了者である 
10.3 

２人以上のサービス提供責任者の配置義務がある事業所で、サービス提供責任者を常勤２名以上配置 6.9 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分５以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が30％以上 
31.0 

前年度又は前３月の期間における利用者（障害児を除く）の総数のうち、障害支援区分４以上である者

及び喀痰吸引等を必要とする者が占める割合が50％以上 
32.8 

無回答 31.0 

 

  


